
我が国の物流を取り巻く状況
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物流業界の規模

※ 国土交通省統計資料より、国土交通省総合政策局物流政策課作成。
※ データは令和元年度のもの（一部例外、推計値有り）。この他に内航利用運送事業者、自動車利用運送事業者が存在。
※ 一部の業種については、報告提出事業者のみの合計の数値。
※全産業の売上高（営業収入）は財務総合政策研究所「年次別法人企業統計調査（令和２年度）、就業者数は総務省「労働力調査」2020年より。

区分 営業収入（億円） 事業者数 従業員数（千人） 中小企業率

トラック運送業
（青ナンバー） 193,576 62,844 1,970 99%

JR貨物 1,520 1 5 -
内航海運業 8,664 3,353 68 99%
外航海運業 24,357 190 6.6 85%
港湾運送業 10,095 858 51 89%
航空貨物運送事業 4,020 22 48 64%
鉄道利用運送事業 3,018 1,155 8 86%
外航利用運送事業 3,693 1,136 5 89%
航空利用運送事業 7,169 202 15 72%
倉庫業 25,000 6,732 12.5 91%
トラックターミナル業 291 16 0.5 94%

計 281,403 - 2,290 -

 物流業界の主要な業種の営業収入の合計は約28兆円。従業員数は約229万人。
【参考】全産業の売上高（営業収入）は約1,362兆円（物流は２％）、就業者数は約6,676万人（物流は３％）。
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日本の貿易相手国の変化

２０２２年の貿易額内訳１９９９年～２０２２年の相手国別貿易額の推移

 過去20年間で中国との貿易額は４倍以上に増加しており、２００７年以降、米国を逆転
し貿易相手国トップ。

 ASEANとの貿易額も増加しており、２００９年以降は米国と拮抗。
 現在、貿易額では、中国、韓国、ASEANで４割以上を占めている。

中国、韓国、ASEANで88.6兆円（41％）

（出典）財務省「貿易統計」 3
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中国 韓国 ASEAN EU 米国

（兆円）

（暦年）

逆転

7.5兆円
(9.1%)

43.8兆円
(20.3%) 中国

43.8兆円
（20.3％）

韓国
11.5兆円
（5.3％）

ASEAN
33.2兆円
（15.4％）

米国
30兆円
（13.9％）

EU
20.8兆円
（9.6％）

その他
77兆円
（35.6％） 貿易総

額
216兆円



品目別輸出入額

輸出（98兆円：2022年） 輸入（ 118兆円：2022年）

（出典）財務省「貿易統計」

 日本からの輸出額では、自動車、半導体等電子部品等の機械類が上位を占める。
 日本への輸入額では、原油及び粗油、液化天然ガス等が上位を占める。

（単位：%） （単位：%）
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自動車 半導体等電子部品 鉄鋼

自動車部品 プラスチック 原動機

科学光学機器 電子回路等の機器 有機化合物

その他
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4.9

3.2
3

2.82.42.3

51.9

原油及び粗油 液化天然ガス 石炭

医薬品 半導体等電子部品 通信機

衣類・同付属品 非鉄金属 石油製品

電算機類 その他
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国内貨物輸送量の推移

 国内貨物輸送量は輸送重量（トンベース）では、国内貨物輸送量は、ほぼ横ばいで推移してい
たが、2020年度は大幅に減少。

 国内貨物のモード別輸送（トンキロベース）は、自動車が約５割、内航海運が約４割を占め、
鉄道の占める割合は全体の５％程度。

（出典）国土交通省総合政策局情報政策本部「自動車輸送統計年報」「鉄道輸送統計年報」「内航船舶輸送統計年報」「航空輸送統計年報」より作成。
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直近の物流の変化 （BtoB物流）
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 貨物１件あたりの貨物量が直近の20年で半減する一方、物流件数はほぼ倍増。物流の小口多頻度
化が急速に進行。

 荷主企業から見た売上高物流コスト比率は上昇傾向。

貨物一件あたりの貨物量の推移

物流件数の推移

売上高物流コスト比率の推移(全産業)

（出典） 国土交通省「全国貨物純流動調査 統計データ」

（出典）ＪＩＬＳ「2021年度物流コスト調査報告書」
（年度）
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トラック運送事業の働き方をめぐる現状

①労働時間 全職業平均より約2割（３００ｈ～４００ｈ）長い。 ②年間賃金

④年齢構成

（万円）
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全産業平均より若年層と高齢層の割合が低い。
中年層の割合が高い。

③人手不足 全職業平均より約2倍高い。
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（出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」ほかより国土交通省作成

有効求人倍率の推移

9.5％

全産業平均より５％～10％（20万～50万円）低い。
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自動車運送事業における時間外労働規制の見直し

平成30年６月改正の「働き方改革関連法」に基づき、自動車の運転業務の時間外労働についても、法施行
（平成31年４月）の５年後（令和６年４月1日）より、年960時間（休日労働含まず）の上限規制が適用される。
併せて、厚生労働省がトラックドライバーの拘束時間を定めた 「改善基準告示」 （貨物自動車運送事業法
に基づく行政処分の対象）により、拘束時間、運転時間等が強化される。

現 行 改正後

時間外労働規制
（労働基準法）

なし
９６０時間

(原則、年７２０時間)

拘束時間
（労働時間＋休憩時間）
（改善基準告示）

【１日あたり】
原則１３時間以内、最大１６時間以内
※１５時間超は１週間２回以内

【１ヶ月あたり】
原則、２９３時間以内。ただし、労使協定
により、年３５１６時間を超えない範囲内で、
３２０時間まで延長可。

令和６年４月～
【１日あたり】
・ 原則１３時間以内、最大１５時間以内。
・ 長距離運行は週２回まで１６時間
※ １４時間超は１週間２回以内

【１ヶ月あたり】
原則、年３３００時間、２８４時間以内。ただし、労
使協定により、年３４００時間を超えない範囲内で、
３１０時間まで延長可。

〇主な改正内容
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全体 EC化率

再配達率等の推移

 宅配貨物の不在再配達は新型コロナウイルスの感染拡大前においては全体の約１５～１６％程度発生。

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出自粛要請等から宅配便利用者の在宅時間が増加し、１回での受け取りが増えてはいるもの
の、物流分野における労働力不足が懸念される中、今後もEC市場の拡大が見込まれることから、再配達を削減し、物流を効率化す
ることが必要となっている。

【EC市場規模の推移】 【宅配便取扱実績の推移】

出典:国土交通省「宅配便等取扱個数の調査」
注:2007年度より、ゆうパックの実績を調査対象に追加。

2016年度より、ゆうパケットの実績を調査対象に追加

出典:経済産業省「電子商取引実態調査」
注:分野別規模は2013年度分から調査開始

（単位：億個）（千億円）

ECの市場規模
約20.6兆円（2021年）

【再配達率の推移】

出典:国土交通省「宅配便再配達実態調査」
（2017年10月期-2022年10月期）EC化率＝物販系分野における電子商取引市場規模（推計値）/物販

系分野における商取引市場規模（推計値）

５年間で23.2％増加
（約9.3億個増）
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地球温暖化対策計画の改定について

■地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画

「2050年カーボンニュートラル」宣言、2030年度46％削減目標※等の実現に向け、計画を改定。

※我が国の中期目標として、2023年度において、温室効果ガスを2013年から46％削減することを目指す。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。



バス
289万㌧ [1.6%]

タクシー
125万㌧ [0.7%]

二輪車
74万㌧ [0.4%]

航空
682万㌧ [3.7%]

内航海運
1,010万㌧ [5.5%]

鉄道
751万㌧ [4.1%]

運輸部門における二酸化炭素排出量

我が国の各部門におけるCO2排出量

※ 端数処理の関係上、合計の数値が一致しない場合がある。
※ 電気事業者の発電に伴う排出量、熱供給事業者の熱発生に伴う排出量は、それぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分。
※ 温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2021年度）確報値」より国交省環境政策課作成。
※ 二輪車は2015年度確報値までは「業務その他部門」に含まれていたが、2016年度確報値から独立項目として運輸部門に算定。

運輸部門におけるCO2排出量

内訳
自家用乗用車
8,191万㌧
[44.3％]

自家用貨物車
3,109万㌧
[16.8％]

営業用貨物車
4,247万㌧
[23.0％]

○ 自動車全体で
運輸部門の86.8%
（日本全体の15.1％）

○ 旅客自動車は
運輸部門の47.0%
（日本全体の8.2%）

○ 貨物自動車は
運輸部門の39.8％
（日本全体の6.9%）

運輸部門
（自動車、船舶等）

1億8,500万㌧
《17.4％》

その他
1億5,900万㌧
《15.0％》

産業部門
3億7,300万㌧
《35.1%》

家庭部門
1億5,600万㌧
《14.7％》

業務その他部門
1億9,000万㌧
《17.9%》

CO2総排出量
10億6,400万㌧
（2021年度）

●自動車以外
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